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労働契約法第18条(無期労働契約への転換)の施行日は、来年4月1日に　労政審労働条件分科会で確認
労働契約法｢改正案｣が12年8月3日に成立し、18条から20条までの3つの条文が追加されましたが、施行期日等については政省令にゆだねられていました。

　9月19日、及び10月10日、労政審労働条件分科会があり、以下の政省令案が承認されました。

１、施行期日について(政令)
　第19条(雇止め法理の法制化)については改正法公布の日(8月10日)に施行されましたが、「政令で定める日」とされていた18条(無期労働契約への転換)、20条(期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止)の施行日は、2013年4月1日となりました。

２、18条(無期労働契約への転換)の｢通算契約期間｣について(省令)
①第18条2項は、有期契約と有期契約の間に6月以上の空白期間があるときは、空白期間以前の契約期間は通算しない（クーリングされる）、としています。

また、空白期間の前の有期契約期間が1年に満たない場合は、その有期契約期間の2分の1の期間があれば空白期間以前の契約期間は通算しない(クーリングされる)としています。
②省令は、この「有期契約期間の2分の1の期間」について、1月に満たない端数が生じた場合、端数は繰り上げて1月とする、としています。

③省令は、有期契約期間を通算する場合、各契約期間に1月未満の端数がある場合、端数の合算においては30日をもって1月とする、としています。
　労働契約法によって、13年4月1日以降に締結・更新した有期契約期間の通算が5年を超える場合、無期契約に転換できることになりますが、無期転換を嫌う使用者によって、5年の手前での雇止めが大量に発生しかねない大変危険な状況です。

　学習を強め、雇止め許さず、雇用の安定を図る取り組みを強めましょう。

	非正規雇用の焦点の課題を学ぼう！　10/27非正規雇用問題学習会

「有期を基本とする社会」など非正規をいっそう拡大していく財界戦略、大量雇止めをもたらしかねない｢改正｣労契法、「パート労働法の実効ある改正」をどう実現するか、など、非正規にかかわる焦点の課題を分かりやすく学習します。

日時　10月27日(土曜) 13:00～17:00　　場所　中央大学駿河台記念館280号室(JR御茶ノ水駅下車 )                                                   

主催　非正規センター　パ臨連

講演　｢政府・財界の雇用戦略｣　藤田宏さん(労働総研事務局次長)

｢労働契約法・パート労働法改正について｣　中村和雄さん(弁護士・元京都弁護士会副会長)


